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災害時の情報伝達

　ＫＤＤＩは７月２日午前１時３５分ころから５日夕方まで約４，００
０万回線に影響をだし当然本町の利用者にも多大な影響を受けました。
このようなことから、高齢者の一人住まいの方の不安は大きなものがあ
りました。町には、「栗山町避難行動要支援者対策協議会」設置されて
いますが、設置の目的は、地震、風水害等の自然災害等災害時における
避難行動要支援者の生命等を守り～（以下省略）とありますが、今回の
ＫＤＤＩの事故は設置目的とは若干違いますが、生命を守るということ
では同じでないかと思います。
　規定が設置された当時と今では社会が大きく変わっておりますので、
自然災害ばかりではなく、雪害、通信、火災、詐欺、その他の災害も加
えるべきと思います。
　また、この規定に基づき町は、町内会、自治会に見回りなどを要した
事例、逆に、町内会や自治会からの情報提供や避難時の支援要請はあり
ましたか、お伺いします。

総務課

栗山町避難行動要支援者対策協議会につきましては、自然災害等の災害時における避難行動
要支援者の支援対策および支援活動等を推進するため設置されております。
今回の通信障害につきましては直接の人的被害があるものではありませんが、災害時の通信

障害では情報が取得できないなど、避難行動に支障が出てくる可能性もあります。
そのような場合に備え、町では様々な情報伝達手段の検討をしており、その一つとして栗山

駅南交流拠点施設内にＦＭ放送局を開設し、ＦＭラジオによる災害情報配信などを行う予定と
しております。
要支援者の支援対策として自然災害のみではなく人的被害につながるような事象等について

は、関係課及び町内関係機関と検討していきたいと考えております。
また、町内会・自治会に見回りなどを要した事例、町内会・自治会からの支援要請の事例は

ありません。現在、作成している「避難行動要支援者名簿」を町内会長・自治会長へ情報提供
し活用いただいているところです。災害時には道路の寸断や役場自体の被災も想定され、行政
支援にも限界があることから、地域での支えあい、備えが必要となります。
常日頃から地域において支援が必要な方を把握し、災害時には地域で協力していただけるよ

うな体制づくりについて、一層の支援および啓発に努めてまいります。
なお、国では災害時の避難支援等を実効性のあるものとするため、要支援者一人一人の個別

避難計画を策定するよう自治体に努力義務を課しており、本町においても関係機関と協議・検
討を進め、避難行動要支援者名簿をもとに個別避難計画策定を進めていく予定であります。

高齢者福祉対策

　従来から除雪サービス事業を実施され非常に喜ばれている施策の一つ
ですが、今冬の除雪は今まで通りにはいかないのではないかと心配して
る高齢者の声を耳にします。
　ご承知のとおり、事業者は人員確保、燃料費、重機の修繕費の高騰等
を抱え昨年の値段では出来ないのではないかと、事業者も心配している
と聞きます。
　万一、値上げになり契約金額が増加しても公費負担を増額して頂き、
対象高齢者負担割合は、昨年と同額として頂きたいと思います。

福祉課

高齢者除雪サービス事業は、町民税非課税世帯で70歳以上の高齢者のみの世帯など、一定の
要件に当てはまる世帯を対象として実施しています。
　町の助成額は、除雪に係る費用の7割で、助成限度額は28,000円としています。
高齢化の進展等により、除雪サービスの利用者数は年々増加し、町の助成額も増加の一途を

たどっています。
人件費や燃料費の高騰などにより、除雪費用が増加し自己負担額も増えていることは把握し

ていますが、町では限られた予算で効率的な町民サービスを提供しなければならないことか
ら、除雪サービスに係る町の助成割合は、前年度同様と考えています。

免許証の自主返納

　自主返納者が希望すれば、ハイヤー利用券または町営バス回数券など
を助成して頂いておりますが、免許証を持たない高齢者からは不満の声
を聞きます。同じ町民でなぜ差をつけるのか、私もその理由を知りたい
です。
　一方、返納した場合は平均寿命や健康寿命が伸びている状況から支援
期間を１０年間程度に延長して欲しいと思います。

環境政策課

「栗山町高齢者運転免許証自主返納支援事業」は、高齢者の運転免許証の自主返納の促進に
よる高齢者の交通事故防止と、免許返納後の公共交通利用のきっかけづくりの支援を目的とし
ております。そのため、高齢者の方すべてを対象とした支援制度ではないことをご理解くださ
い。
また、免許返納後３年間の支援期間につきましては、同様の事業を当町に先んじて実施して

いた他市町の内容を参考に決定したもので、現時点では支援期間の延長は考えておりません。

防犯カメラの設置

　まさかと思われる場所で事件事故が発生してますが、結果捜査や未然
防止を図るためには防犯カメラの設置台数が多いほど効果が現れますの
で、個人が設置する場合は５０％から７０％の公費補助をお願いしたい
と思います。 環境政策課

個人が設置する防犯カメラに対する公費補助につきまして、個人による防犯カメラ設置の目
的は、私有財産の保護・管理等が主となることから助成制度を設けることは考えておりませ
ん。
なお、今後も町では警察をはじめ、町防犯協会等の関係機関・団体と連携し、防犯カメラの

設置を検討してまいります。
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